
議案第 １２ 号 

 

平成２４年度 下関市一般会計予算 

 

平成２４年度下関市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 119,210,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の

経費の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び

限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。 

（一時借入金） 

第５条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

10,000,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条  地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予 

  算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

  平成２４年３月５日 提出 

 

山口県下関市長 

中  尾  友  昭 
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第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

款 項 金　　　　額

1 市税 33,206,647

1 市民税 15,396,241

2 固定資産税 14,002,420

3 軽自動車税 525,331

4 市たばこ税 1,784,182

5 特別土地保有税 1

6 入湯税 38,091

7 都市計画税 1,460,381

2 地方譲与税 934,226

1 地方揮発油譲与税 281,969

2 自動車重量譲与税 621,976

3 特別とん譲与税 30,281

3 利子割交付金 113,047

1 利子割交付金 113,047

4 配当割交付金 74,739

1 配当割交付金 74,739

5 株式等譲渡所得割交付金 22,579

1 株式等譲渡所得割交付金 22,579

6 地方消費税交付金 2,507,033

1 地方消費税交付金 2,507,033

7 ゴルフ場利用税交付金 46,510

1 ゴルフ場利用税交付金 46,510

8 自動車取得税交付金 224,148

1 自動車取得税交付金 224,148

9 国有提供施設等所在市助成交付金 74,101

1 国有提供施設等所在市助成交付金 74,101

10 地方特例交付金 108,533

1 地方特例交付金 108,533

11 地方交付税 29,130,000

1 地方交付税 29,130,000

12 交通安全対策特別交付金 53,768

1 交通安全対策特別交付金 53,768

13 分担金及び負担金 1,431,613
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(単位：千円)

款 項 金　　　　額

1 分担金 7,998

2 負担金 1,423,615

14 使用料及び手数料 3,844,797

1 使用料 2,846,500

2 手数料 998,297

15 国庫支出金 16,505,725

1 国庫負担金 13,297,707

2 国庫補助金 3,155,669

3 委託金 52,349

16 県支出金 6,557,275

1 県負担金 3,361,129

2 県補助金 2,674,544

3 委託金 521,602

17 財産収入 322,558

1 財産運用収入 135,458

2 財産売払収入 187,100

18 寄附金 3,742

1 寄附金 3,742

19 繰入金 3,215,932

1 特別会計繰入金 19,000

2 基金繰入金 3,196,932

20 繰越金 400,000

1 繰越金 400,000

21 諸収入 7,101,627

1 延滞金、加算金及び過料 124,519

2 市預金利子 1,309

3 貸付金元利収入 5,941,707

4 収益事業収入 10,000

5 雑入 1,024,092

22 市債 13,331,400

1 市債 13,331,400

歳　　入　　合　　計 119,210,000
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     歳        出 (単位：千円)

款 項 金　　　　額

1 議会費 653,815

1 議会費 653,815

2 総務費 10,674,452

1 総務管理費 8,598,568

2 徴税費 1,161,075

3 戸籍住民基本台帳費 496,345

4 選挙費 249,353

5 統計調査費 54,341

6 監査委員費 114,770

3 民生費 42,165,522

1 社会福祉費 20,429,951

2 児童福祉費 13,083,502

3 生活保護費 8,642,069

4 災害救助費 10,000

4 衛生費 9,633,882

1 保健衛生費 3,173,921

2 病院費 1,351,753

3 清掃費 4,818,119

4 上水道費 290,089

5 労働費 594,077

1 労働諸費 594,077

6 農林水産業費 3,035,599

1 農業費 1,617,119

2 林業費 477,789

3 水産業費 940,691

7 商工費 8,336,454

1 商工費 6,193,341

2 観光費 2,143,113

8 土木費 15,622,067

1 土木管理費 267,582

2 道路橋りょう費 1,746,600

3 河川費 446,649

4 港湾費 2,465,228
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(単位：千円)

款 項 金　　　　額

5 都市計画費 5,975,434

6 下水道費 3,094,538

7 住宅費 1,626,036

9 消防費 4,230,672

1 消防費 4,230,672

10 教育費 10,345,527

1 教育総務費 941,187

2 小学校費 1,795,407

3 中学校費 872,697

4 高等学校費 1,098,047

5 大学費 173,107

6 幼稚園費 698,953

7 社会教育費 2,385,054

8 保健体育費 2,381,075

11 災害復旧費 16,081

1 土木施設災害復旧費 16,081

12 公債費 13,801,852

1 公債費 13,801,852

13 予備費 100,000

1 予備費 100,000

歳　　出　　合　　計 119,210,000
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第２表  継  続  費

事    業    名 総  額 年度 年  割  額

2 総 務 費 1 総務管理費 本庁舎整備事業 7,935,000 24 800,000

25 3,424,000

26 3,711,000

豊北総合支所整備事業 803,000 24 87,000

25 686,000

26 30,000

9 消 防 費 1 消 防 費 高機能消防指令センター施設 994,000 24 368,000

整備事業 25 626,000

消防庁舎整備事業 1,883,000 24 507,000

25 1,376,000

10 教 育 費 7 社会教育費 勝山公民館改築事業 1,208,000 24 350,000

25 830,000

26 28,000
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一般会計 3

第３表  債務負担行為

事　　　　　　　　　　項 期  間 限  度  額

債権管理システム開発事業 24～25 140,000

市税コールセンター運営事業 24～26 52,000

固定資産（土地）路線価付設事業 24～26 36,000

下関市公衆浴場設備等改善資金利子補給 24～49 2,553

農業近代化資金利子補給 24～41 4,030

新規就農資金利子補給 24～39 3,283

農業経営基盤強化資金利子補給 24～35 44,878

下関市豊北町滝部農機具倉庫土地借上料 24～26 69

漁業近代化資金利子補給 24～39 3,006

長府才川町11号線道路改良事業 24～26 300,000

下関駅周辺整備事業 24～25 858,160

（単位：千円）
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第４表  地  方  債

起  債  の  目  的 限  度  額 起債の方法 利  率 償  還  の  方  法

庁舎整備債 1,041,200
債券発行又
は普通貸借

5.0%以内（ただし、 40年以内（据置を含む）にお

情報基盤整備債 1,800 同  上 利率見直し方式で借 いて元金均等若しくは元利均

合併振興基金債 760,000 同  上 り入れる資金につい 等又は借入先と協議して定め

社会福祉施設整備債 38,300 同  上 て、利率の見直しを るものによる。ただし、市財

児童福祉施設整備債 346,100 同  上 行った後においては、 政の都合又は融通条件により

地球温暖化対策債 17,700 同  上 当該見直し後の利率) 起債額の全額又は一部を繰延

清掃施設整備債 32,900 同  上 べ起債し並びに償還年限を短

農業基盤整備債 112,800 同  上 縮し繰上償還することができ

鳥獣被害防止総合対策債 29,000 同  上 るものとする。

造林債 39,300 同  上

林道整備債 12,200 同  上

小規模治山債 4,200 同  上

漁港整備債 10,800 同  上

栽培漁業施設整備債 4,500 同  上

観光施設整備債 109,900 同  上

道路整備債 410,700 同  上

河川整備債 18,000 同  上

急傾斜地崩壊対策債 39,600 同  上

港湾整備債 2,500 同　上

都市計画債 2,077,300 同　上

公園整備債 372,200 同  上

住宅建設債 440,800 同  上

消防施設整備債 1,026,300 同  上

防災対策債 15,600 同  上

高等学校整備債 495,900 同  上

社会教育施設整備債 463,800 同  上

社会体育施設整備債 162,200 同  上

災害復旧債 3,500 同  上

過疎地域自立促進特別事
業債

142,300 同  上

臨時財政対策債 5,100,000 同  上

計 13,331,400

(単位：千円)
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